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速報税理御中2012.3.20 3500又は5300字目安 
介護保険の居宅サービスが令207条５号「療養上の世話」に含まれないとした事例 

広島高松江支判平成21年7月10日TAINS:Z888-1441 
立教大学法学部 浅妻章如 

 
＜調査官の眼＞ 
 本判決は、所得税法73条の医療費控除に関する所得税法施行令（以下「令」）207条５号にいう「療養上の世

話」の範囲を、治癒や症状の改善のためのものに限るとしなかったが、脳梗塞後の要介護状態にある妻に対す

る社会福祉協議会による通所介護サービス、福祉用具貸与及び食事の居宅サービスについて、医師の医学的

管理下であっても、「日常生活上の世話」の域を超えず、「療養上の世話」に当たらないと判断した。 
 税務調査官は、法令よりも医療費控除の範囲を拡大する緩和通達等（所基通73-6、平成12年６月８日付課所

4-11、国税庁タックスアンサーNo.1127）の下、通達の認める範囲ではたとい法令解釈上の疑義が生じようとも医

療費控除を認めるであろう一方、争いが生じる場合には介護保険法における「療養上の世話」と「日常生活上の

世話」との区分を参照するであろう。 
 
Ⅰ 事実関係 
 Ｘ（原告・控訴人）とその妻Ｅ（1930年生まれ）は生計を一にしている。Ｅは平成14年５月、脳梗塞になり、その後

脳梗塞の後遺症に加え糖尿病も発症し、治療を受けていた。同年８月28日、旧ａ町（現ｂ町）から介護保険法19
条１項に規定する要介護認定を受けた。Ｅは平成15年３月31日付けで身体障害者等級評第１級の身体障害者

の認定を受け、平成16年２月３日に要介護状態区分３に認定された。 
 Ｅは、平成14年10月３日以降、指定居宅介護支援事業者である社会福祉法人ａ町社会福祉協議会（以下「社

会福祉協議会」）が運営するデイサービスセンターｄに通い、介護保険法（平成17年法律第77号による改正前の

もの。以下同じ。）７条５項の居宅サービスを受けていた。社会福祉協議会は、平成15年９月１日及び平成16年２

月４日、Ｅに対する具体的なサービス内容について居宅サービス計画書を作成し、この計画書に基づき、Ｅに対

し、平成15年12月から平成16年11月までの間、通所介護サービス、福祉用具貸与及び食事の居宅サービス（以

下併せて「本件実施サービス」）を提供した。Ｘは、社会福祉協議会に対し、平成16年に本件実施サービスの利

用料合計17万6416円（以下「本件利用料」）を支払った。 
 Ｘは、平成17年３月15日、倉吉税務署長に対し、本件利用料及びインフルエンザ予防接種代1000円を含む42
万3702円を医療費として控除し、課税総所得金額を58万5000円として所得税の確定申告をした。倉吉税務署

長は、同年６月30日、本件利用料及び予防接種代につき医療費控除を認めず、医療費控除の額を24万6286
円、課税総所得金額を76万2000円とする更正処分をした。Ｘは、異議申立て・審査請求を経て提訴した。原審

鳥取地判平成20年9月26日税資258号順号11038はＸの請求を棄却した。Ｘ控訴。 
 医療費控除の対象となる活動について、令207条は「法第73条第２項（医療費の範囲）に規定する政令で定め

る対価は、次に掲げるものの対価のうち、その病状その他財務省令で定める状況に応じて一般的に支出される

水準を著しく超えない部分の金額とする。 [改行・第１号～第４号 略] 第５号 保健師、看護師又は准看護師

による療養上の世話 [後略]」と規定している。所基通73-6（保健師等以外の者から受ける療養上の世話）は「令

第207条第５号に掲げる『保健師、看護師又は准看護師による療養上の世話』とは、保健師助産師看護師法第

２条、第５条又は第６条に規定する保健師、看護師又は准看護師がこれらの規定に規定する業務として行う療

養上の世話をいうのであるが、これらの者以外の者で療養上の世話を受けるために特に依頼したものから受け

る療養上の世話も、これに含まれるものとする。」と規定し、提供者の範囲を広げている。厚生省からの照会（平

成12年６月１日付老発第509号照会）に対して回答している平成12年６月８日付課所4-11（以下「本件個別通達」。

内容については判決の要旨を参照）も範囲の拡張を許している。国税庁タックスアンサーNo.1127は、居宅サー

ビスを「医療費控除の対象となる居宅サービス」「上記の居宅サービスと併せて利用する場合のみ医療費控除の

対象となるもの」「医療費控除の対象外となる介護保険の居宅サービス等」に区分している。 
 
Ⅱ 争点 
 本件実施サービスが、所得税法73条２項が医療費の範囲について委任する令207条５号の「療養上の世話」

に当たるか否か、が主たる争点である。 
 Ｙは、後遺障害が残ったり心身機能が喪失した場合について障害者控除があること（医療費控除との役割分

担。Ｅは特別障害者であり、障害者控除・40万円、同居の特別障害者等に係る扶養控除等の特例による控除・

83万円が認められている）、仮に医療系居宅サービスが計画されていた場合であっても食費3万0550円及び福

祉用具貸与は医療費控除の対象にはならないこと、等も主張していたが、Ｙ全面勝訴のため審議されていな

い。 
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Ⅲ 判決の要旨 控訴棄却（最決平成21年11月13日上告棄却・不受理） 
 「『療養上の世話』は看護師の本来的業務であり、医師の指示を必要とするものではないが、そうであるとしても

これのみ切り離して医療サービスを提供することはできず、状況に応じて医学的な知識に基づく判断が必要とな

る」、「また、介護福祉士の行う介護業務は、比較的状態が安定しているものの日常生活を営むのに支障がある

要介助者に対して施されるものとして『療養上の世話』とは区別されるが、在宅医療においては医療的色彩の強

い看護業務と福祉的色彩の強い介助業務とを明確に区別することは困難である」。 
 「『療養上の世話』に関する法的な区別については、介護保険法施行規則（平成18年３月14日号外厚生労働

省令第32号による改正前のもの。以下同じ。）において、介護保険法７条11項の『通所介護』に関する同法施行

規則10条の『法第７条第11項の厚生労働省令で定める日常生活上の世話は、入浴及び食事の提供（これらに

伴う介護を含む。）、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認その他の居宅要介護者等に必要な日常

生活上の世話とする。』という規定と、同法７条８項の『訪問看護』に関する同法施行規則６条の『病状が安定期

にあり、居宅において看護師又は次条に規定する者が行う療養上の世話又は必要な診療の補助を要することと

する。』という規定や、同法７条12項の『通所リハビリテーション』に関する同法施行規則11条の『法第７条第12項

の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、次条に規定する施設において、心身の機能の維持回

復及び日常生活上の自立を図るために、診療に基づき実施される計画的な医学的管理の下における理学療法、

作業療法その他必要なリハビリテーションを要することとする。』という規定との違い（『療養上の世話』と『日常生

活上の世話』が対置されていることなど。）においてもあらわれている。」 
 「介護保険法上の『療養上の世話』には、病傷者の病気や傷の治癒や症状の改善に向けられた医療的な世

話が含まれることは明らかであるものの、介護保険法７条12項及び同法施行規則11条が、リハビリの対象者につ

いて病状が安定期にある者を、その目的において機能の維持を含めていることからすると、治癒や症状の改善

の見込みがない場合に直ちに『療養上の世話』に当たらないと判断できるものではない」。 
 「令207条５号の『療養上の世話』を看護師等によるもの以外に拡張するとしても、基本的には、医学的管理の

状況や看護師等による専門的な世話の状況（病傷者の病気や傷の治癒や症状の改善に向けられた医療的な

世話かどうかといった個別の事情もこの問題に含まれる。）といった前記介護保険法等から窺われる区分も踏ま

えて個別に検討する」。 
 「本件個別通達は、通所介護等のサービスの費用についても、本件個別通達が定義する医療系居宅サービ

スと併せて利用する場合には、療養上の世話として医療費控除の対象となることを認めているが、本件個別通

達は、一般的に通所介護等のサービスが療養上の世話に当たることを認めたものではなく、一般には通所介護

等のサービスが療養上の世話に当たらないことを前提にして、一定の条件を満たす場合のみその対象費用を

医療費控除の対象と認めたものである」。 
 以上の一般論を述べた後、当てはめについて原判決を修正しつつ引用し、本件の「通所介護等のサービスは、

形式的にも実質的にも一般的な健康管理、日常生活上の世話の域を超えるものではなく、療養上の世話には

当たらない」との原判決の判断を維持した。 
 
Ⅳ 評釈 
１ 通達による緩和 
 所基通73-6及び本件個別通達に限らず、医療費控除の範囲がいわゆる緩和通達により広げられる傾向があ

る（玉國文敏「医療費控除の範囲と限界―通達課税の一側面―」成田頼明他編『行政法の諸問題・下』651頁

(有斐閣、1990)；酒井克彦「医療費控除の解釈における素人判断の排除とデマケーション―所得税法に規定す

る医療費控除の意義と射程範囲―」國士舘法學38号33頁；奥谷健「居宅介護サービスと医療費控除・上下」月

刊税務事例40巻１号１頁、２号１頁；同「医療費控除における『療養上の世話』の意義」月刊税務事例41巻６号１

頁；山畑博史・速報判例解説７号303頁；田代行孝・税理53巻14号106頁等参照）。通達による緩和の是非は、合

法性の原則及び租税法律主義等との関係で重大な問題であるものの（緩和を是とする横浜地判平成元年６月

28日行集40巻７号814頁――結論は納税者敗訴――等参照）、本評釈で踏み込む余力はなく、是という前提で

論を進める。なお、通達は法源ではないものの、納税者に有利な内容については行政先例法としての拘束力が

生じうる（参照：酒井・前掲68頁以下；金子宏『租税法』16版30頁・102頁、弘文堂、2011）。 
２ 原判決との対比 
 原判決は「療養上の世話」を「治癒や症状の改善」に向けた活動に限定した。本判決は「治癒や症状の改善の

見込みがない場合に直ちに『療養上の世話』に当たらないと判断できるものではない」と述べ、広げる可能性を

示している（尤も本判決は本件実施サービスが「身体機能の維持に止まっている」等の事情にも新たに言及して

おり、広げるつもりであると断言しにくい面もある）。しかし無限定ではなく、看護師等による治癒や症状の改善に

向けられた医療的な世話を「療養上の世話」概念の核心に据えつつ、「介護保険法等から窺われる区分も踏ま
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えて個別に検討する」という縛りをかけており、次の借用概念論を踏まえることが重要となる。 
３ 借用概念論 
 租税法令が他の法分野で用いられる「配偶者」等の概念を借用している場合、借用元におけるのと同じ意義

で租税法律関係においても解釈される（金子・前掲110頁以下参照。最判平成９年９月９日訟月44巻６号1009頁

等）。尤も、他法分野における意義がどれほど縛りをかけるのか、煮詰まっていない領域も残る。例えば、「配当」

概念については商法上の適法性の要否に関し不整合な判例がある（最判昭和35年10月７日民集14巻12号

2420頁；最判昭和43年11月13日民集22巻12号2449頁）。「住所」概念に関し、借用元の民法において「住所」概

念は一義的ではない可能性もある（但し最判平成23年２月18日判時2111号３頁は有力民法学説である住所複

数説に言及していない）。しかし租税法令の趣旨目的を強調するあまり社会通念を無視することは許されないで

あろう（社会通念を重視するものとして中里実・税経通信62巻14号17頁参照）。本件において、Ｘの担税力が弱

まっている（金子宏・前掲185頁参照）かという医療費控除の趣旨目的に即して考える途は、ありえないという程

ではないが、「療養」の社会通念上の意義から逸脱する恐れもある（Ｘの主張もそこまで広げようとするものでは

ない）。また、借用概念論では私法上の概念を借用している場面を念頭に置いて議論されることが多いが、他の

行政法令の概念を借用しているのかが問題となる場合もある（都市計画法56条１項の買取りに関し、最判平成

22年４月13日民集64巻３号791頁参照）。 
 介護保険法における「療養上の世話」と「日常生活上の世話」との対比を本判決が明らかにしていることは本判

決の意義の一つといえ、この部分は借用概念論を意識したものと読める。しかし、「療養上の世話」が介護保険

法から借用されたものであると断じてはいない。このため「介護保険法等から窺われる区分も踏まえて」という参

照にとどめる一歩退いた表現となったものと推測できる。 
 

＊＊＊＊＊ 
所得税更正処分取消請求事件 
鳥取地方裁判所平成１８年（行ウ）第５号 
平成２０年９月２６日民事部判決 
口頭弁論終結日 平成２０年７月４日 
 
       判   決 
 
原告 Ａ 
同訴訟代理人弁護士 妻波俊一郎 
被告 国 
同代表者法務大臣 Ｂ 
同指定代理人 Ｃ 外７名 
処分行政庁 倉吉税務署長 Ｄ 
 
 
       主   文 
 
１ 原告の請求を棄却する。 
２ 訴訟費用は原告の負担とする。 
 
       事実及び理由 
 
第１ 請求 
 倉吉税務署長が平成１７年６月３０日付けで原告に対してした平成１６年分の所得税に係る更正処分のうち、

課税総所得金額５８万６０００円を超える部分を取り消す。 
第２ 事案の概要等 
１ 事案の概要 
 本件は、原告が、身体障害者及び要介護状態の認定を受けた妻の通所介護等の費用を、所得税法７３条の

医療費控除の対象に含めて、平成１６年分の所得税の確定申告をしたところ、倉吉税務署長が上記費用を医療

費控除の対象と認めないで更正処分を行ったため、同更正処分は違法であると主張して、その取消しを求める

事案である。 
２ 前提となる事実等（争いのない事実並びに証拠及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実等） 
（１）原告の妻であるＥ（昭和５年○月○日生。以下「Ｅ」という。）は、原告と生計を一にする配偶者である。 
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 Ｅは、平成１４年５月、脳梗塞になり、その後脳梗塞の後遺症に加え糖尿病も発症し、治療を受けていたが、同

年８月２８日、旧ａ町（現ｂ町）から介護保険法[（平成１７年法律第７７号による改正前のもの。以下同じ。）：控訴

審追加]１９条１項に規定する要介護認定を受けた。そして、Ｅは、上記脳梗塞に起因する右上肢機能障害（第２

級該当）及び右下肢機能障害（第３級該当）のため、平成１５年３月３１日付け（鳥取県第○○○号）で、身体障

害者等級表第１級の身体障害者の認定を受け、その後、平成１６年２月３日に要介護状態区分３に認定された。

（甲５、１４）。 
（２）Ｅは、平成１４年１０月３日以降、指定居宅介護支援事業者である社会福祉法人ａ町社会福祉協議会（現在

の社会福祉法人ｂ町社会福祉協議会。以下「社会福祉協議会」という。）が運営するデイサービスセンターｄ（以

下「ｄセンター」という。）に通い、介護保険法（平成１７年法律第７７号による改正前のもの。以下同じ）７条５項の

居宅サービスを受けていた。社会福祉協議会は、同法７条において定める、〔１〕訪問看護（８項）、〔２〕訪問リハ

ビリテーション（９項）、〔３〕居宅療養管理指導（１０項）、〔４〕通所リハビリテーション（１２項）、〔５〕短期入所療養

介護（１４項）の指定を受けていない（甲１３）。 
 社会福祉協議会は、平成１５年９月１日及び平成１６年２月４日、Ｅに対する具体的なサービス内容について居

宅サービス計画書（以下、併せて「本件計画書」という。）を作成した。Ｅが平成１６年に社会福祉協議会から受け

た居宅サービスは、本件計画書に基づくものであった。本件計画書には、「総合的な援助の方針」の欄に「（前

略）リハビリ、日常生活動作訓練によりＡＥＬの向上をはかり在宅生活を継続できるよう支援していく。」との記載

があり、「サービス内容」及び「サービス種別」の各欄には次のとおりの記載があった。（甲５、乙２） 
 
 サービス内容         サービス種別 

 入浴サービス         通所介護 

 特殊寝台、介助バーの貸与   福祉用具の貸与 

 日常生活動作訓練       通所介護 

 リハビリテーション 

 見守り・装具の使用 

 診察             主治医 

 バイタルチェック       通所介護 

 服薬管理           家族 

 コミュニケーションの機会確保 通所介護 

 衣類着脱介助         通所介護 

                家族 

 会話の機会の確保       通所介護 

                家族 

 三角巾の使用         通所介護 

                家族 

 電動昇降座椅子の使用     福祉用具のレンタル 
 
（３）Ｅは、脳梗塞後遺症及び糖尿病を発症してから、鳥取県中部医師会立ｅ温泉病院（以下「ｅ温泉病院」とい

う。）に入院又は通院して治療を受けていたが、平成１６年２月２日以降、医療法人ｆ医院（以下「ｆ医院」という。）

に通院して、投薬等の治療を受けた（甲９、１０、１５）。 
（４）社会福祉協議会は、Ｅに対し、平成１５年１２月から平成１６年１１月までの間、本件計画書に基づき、通所介

護サービス、福祉用具貸与及び食事の居宅サービス（ただし、平成１６年４月分は福祉用具貸与のみのサービ

ス。以下、併せて「本件実施サービス」という。）を提供した（甲７、乙５の１～１２）。 
 原告は、社会福祉協議会に対し、平成１６年１月２０日から同年１２月２０日にかけて、本件実施サービスの利

用料合計１７万６４１６円（以下「本件利用料」という。）を支払った。その内訳は、別表１記載のとおりである。 
（５）原告は、平成１７年３月１５日、倉吉税務署長に対し、本件利用料１７万６４１６円及びインフルエンザ予防接

種代１０００円を含む４２万３７０２円を医療費として控除し、課税総所得金額を５８万５０００円として、所得税の確

定申告をしたところ、倉吉税務署長は、同年６月３０日、本件利用料及び予防接種代につき医療費控除を認め

ず、医療費控除の額を２４万６２８６円、課税総所得金額を７６万２０００円とする更正処分（倉個第５２０号。以下

「本件更正処分」という。）をした。上記の詳細については別表２に記載のとおりである。 
 原告は、同年７月２５日、倉吉税務署長に対し、本件更正処分につき異議申立てをしたが、同年１０月２４日、

異議申立てを棄却する決定がなされた。そこで、原告は、同年１１月８日、国税不服審判所長に対し、審査請求

をしたが、平成１８年６月１４日、審査請求を棄却する裁決がなされ〔広裁（所）平１７第４６号〕、その裁決書は、同

月１６日原告に送達された（甲２、乙１）、原告は、同年１２月１５日、本件訴えを提起した。ただし、原告は、本件
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訴訟においては、予防接種代１０００円が医療費控除の対象とならないことを争っていない。 
（６）ア 本件更正処分がなされた当時の所得税法施行令には、次のとおりの定めがある。 
（医療費の範囲） 
 第２０７条 法（所得税法をいう。以下同じ）第７３条第２項（医療費の範囲）に規定する政令で定める対価は、

次に掲げるものの対価のうち、その病状その他財務省令で定める状況に応じて一般的に支出される水準を著し

く超えない部分の金額とする。 
第１号～第４号 略 
第５号 保健師、看護師又は准看護師による療養上の世話 
第６号 略 
イ 本件更正処分がなされた当時の所得税基本通達には、次のとおりの定めがある。 
（保健師等以外の者から受ける療養上の世話） 
基通７３－６ 令（所得税法施行令をいう。）第２０７条第５号に掲げる「保健師、看護師又は准看護師による療養

上の世話」とは、保健師助産師看護師法第２条、第５条又は第６条に規定する保健師、看護師又は准看護師が

これらの規定に規定する業務として行う療養上の世話をいうのであるが、これらの者以外の者で療養上の世話

を受けるために特に依頼したものから受ける療養上の世話も、これに含まれるものとする。 
ウ 平成１２年６月８日付け課所４－１１「介護保険制度下での居宅サービスの対価に係る医療費控除の取扱い

について」（以下「本件個別通達」という。）には、厚生省（当時）からの下記のとおりの見解に対し、国税庁課税

部長が、「貴見のとおりで差し支えありません。」との回答を行った旨が記載されている〔以下、下記の１の（２）の

イ～ホの各サービスを総称して「医療系居宅サービス」といい、下記の２の（１）～（４）の各サービスを総称して

「対象居宅サービス」という。〕。 
       記 
 介護保険制度の下で提供される居宅サービスのうち、「療養上の世話を受けるために特に依頼した者による療

養上の世話の対価」として、１の対象者について、２の対象となる居宅サービスに係る３の対象費用の額が、「療

養上の世話を受けるために特に依頼した者による療養上の世話の対価」として医療費控除の対象となる金額と

解される。 
１ 対象者 
 次の（１）及び（２）のいずれの要件も満たす者 
（１）法第７条第１８項に規定する居宅サービス計画〔介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下

「規則」という。）第６４条第１号ハ（第８５条において準用される場合も含む。以下同じ。）に規定する「指定居宅

サービスの利用に係る計画」（同号ハの市町村への届出が受理されているものに限る。）を含む。以下「居宅サ

ービス計画」という。〕に基づいて，居宅サービスを利用すること。 
（２）（１）の居宅サービス計画に次に掲げる居宅サービスのいずれかが位置付けられること。 
イ 法第７条第８項に規定する訪問看護 
ロ 法第７条第９項に規定する訪問リハビリテーション 
ハ 法第７条第１０項に規定する居宅療養管理指導 
ニ 法第７条第１２項に規定する通所リハビリテーション 
ホ 法第７条第１４項に規定する短期入所療養介護 
（注）イについては、老人保健法及び医療保険各法の訪問看護療養費の支給に係る訪問看護を含む。 
２ 対象となる居宅サービス 
 １の（２）に掲げる居宅サービスと併せて利用する次に掲げる居宅サービス 
（１）法第７条第６項に規定する訪問介護 
 ただし、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）別表指定

居宅サービス給付費単位表１訪問介護費ロに掲げる生活援助が中心である場合を除く。 
（２）法第７条第７項に規定する訪問入浴介護 
（３）法第７条第１１項に規定する通所介護 
（４）法第７条第１３項に規定する短期入所生活介護 
（注）１の（２）のイからホに掲げる居宅サービスに係る費用については、１の対象者の要件を満たすか否かに関

係なく、利用者の自己負担額全額が医療費控除の対象となる。 
３ 対象費用の額 
 ２に掲げる居宅サービスに要する費用（法第４１条第４項第１号若しくは第２号又は法５３条第２項第１号若しく

は第２号に規定する「厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額」をいう。）に係る自己負担額 
（注）略 
３ 争点 
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 本件の争点は、本件実施サービスが所得税法施行令２０７条５号にいう「療養上の世話」に該当し、本件利用

料が所得税法７３条の医療費控除の対象となるか否かである。 
４ 争点に関する当事者の主張 
（１）被告 
ア 本件実施サービスは、療養上の世話に当たらず、本件利用料は所得税法７３条２項所定の医療費控除の対

象ではないから、本件更正処分は適法である。 
イ 所得税法施行令２０７条は、所得税法７３条を受けて、対価が医療費となるサービスを限定列挙し、同条５号

に掲げる「保健師、看護師又は准看護師による療養上の世話」には、当時の所得税基本通達により、保健師等

以外の者で療養上の世話を受けるために特に依頼したものから受ける療養上の世話も含まれるとされている。 
 ここでいう「療養上の世話」については、関係法令上特に定義規定はないが、一般的な用語として、病気やけ

がなどにより加療を要する者が、その病傷の治癒を目的として、治療のために受ける世話をいうものと解され、日

常生活上の世話は含まれない。したがって、一定のサービスが療養上の世話に該当し、医療費控除の対象とな

るためには、少なくとも、当該サービスを受ける者が医師の継続的な診療を受け、かつ、当該サービスを提供す

る事業者が、その医師と適切な連携をとって、すなわち、当該医師の医学的管理の下で、当該サービスを提供

した場合であることが必要であると解される。なお、通所介護等の対象居宅サービスは、日常生活上の世話を行

うものであり、療養上の世話には該当しないが、本件個別通達は、居宅サービスを受ける者の居宅サービス計

画において医療系居宅サービスが計画されており、実際に医療系居宅サービスを利用しているのであれば、そ

の者は介護保険法制度の下において加療中であると認められることから、対象居宅サービスの対象費用につい

ても医療費控除を認めたものである。本件においては、本件計画書には医療系居宅サービスが計画されていな

かったのであるから、本件実施サービスが療養上の世話に該当するというためには、社会福祉協議会が医師の

医学的管理の下でサービスを提供したことが必要になる。 
ウ 本件実施サービスのうち通所介護については、〔１〕ｄセンターの利用は、もっぱら原告及びその家族の希望

に基づくものであり、医師の指示や勧めによるものではなかったこと、〔２〕通所介護の内容にＥの主治医が関わ

ったことはなく、ｄセンターと医師との間に適切な連携はなかったこと、〔３〕ｄセンターがＥに対して提供していた

通所介護の具体的内容は不明であり、医療系居宅サービス又はこれと同等のサービスに当たるとは認められな

いこと等からすると、医師の医学的管理のもとでサービスが提供されていたとは認められない。したがって、Ｅが

受けた通所介護は、入浴、食事、機能訓練、その他の日常生活上の世話や介護を受けるサービスであり、Ｅの

社会的孤独感の解消や心身機能の維持、Ｅの家族における心身の負担の軽減などを目的とするものであって、

その病傷の治癒に向けた世話ではないから、療養上の世話には当たらず、その対価は医療費控除の対象にな

らない。 
 なお、本件利用料のうち食費は、介護保険給付の対象外であり全額自己負担となるものであり、そもそも食材

料費に係る部分は「療養上の世話」とはいえないから、仮に本件計画書に医療系居宅サービスが計画されてい

た場合であっても、食費３万０５５０円（別表１参照）は医療費控除の対象にはならない。 
 また、本件実施サービスのうち福祉用具の貸与は、Ｅの日常生活上の便宜を図るための用具の貸与であり、療

養上の世話には当たらないから、医療費控除の対象とならない。 
（２）原告 
ア 本件実施サービスは療養上の世話に当たり、本件利用料は所得税法７３条２項所定の医療費控除の対象

であるにもかかわらず、これを認めないでなされた本件更正処分は違法である。 
イ 本件個別通達は、医療系居宅サービスとそれ以外の居宅サービスを区分し、医療系居宅サービスを提供す

る事業者が、居宅サービス計画に医療系居宅サービスを位置づけてサービスを提供をしない限り、対象居宅サ

ービスの対価を控除の対象となる医療費として認めないようであるが、そのような運用は表面的、形式的すぎる。

憲法２５条、医療費負担による担税力の減少を考慮した所得税法７３条及び介護保険法の趣旨に照らし、居宅

サービスを提供する事業者が、医療系居宅サービスを提供する事業者としての指定を受けていなくても、要介

護者に対し、実際に療養に必要なサービス又は療養上の世話をしていれば、これらサービスの対価は医療費

控除の対象とすべきである。 
 したがって、少なくとも、要介護者が介護保険制度下の居宅サービスを受けるとともに、医療機関において医

療を受けている場合には、その居宅サービスが通所介護等の医療系居宅サービスでなくても、その居宅サービ

スの内容は、医療機関による医療行為と一体となって、病傷の改善を図ったり、健康の増進を図ることになるか

ら、実質的、内実的には医療系居宅サービスと同等であって、その対価は医療費控除の対象になると解すべき

である。 
 被告は、療養上の世話とは、治療のために受ける世話をいい、一定のサービスが療養上の世話に該当し、医

療費控除の対象となるためには、少なくとも医師の医学的管理の下で事業者がサービスを提供したことが必要

であると主張するが、療養の語は、病気を治すために養生（生命を養うこと、健康の増進をはかること）をすること
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として使用され、必ずしも治療が必須ではないのであり、医学的な意味での治療のみならず、病気を治したり健

康を増進したりするための介護も医療に関連するもの（医療と相まって患者の健康を維持増進するもの）も含む

と解され、療養上の世話に当たるというためには医師の医学的管理の下でサービスが提供される必要があると

解する根拠はない。 
ウ ｄセンターは、介護職員による送迎、入浴、排泄、食事等の介助に加え、看護職員による健康管理及び相談

援助等、機能訓練指導員による日常生活を営むのに必要な機能を維持向上するための訓練、指導・助言をサ

ービス内容とし、医療機関との連携・協力関係にも十分配慮して、利用者のバイタルチェックや体調観察を行い、

服薬管理をしてきた。また、平成１６年２月からＥの主治医となったｆ医院のＦ医師（以下「Ｆ医師」という。）は、デ

イサービスの利用が治療上必要かつ有用であることを証明しており（甲４）、現に、Ｅは、Ｆ医師の診療・投薬を受

けながら、ｄセンターでのサービスを受けており、主治医からｄセンターに対し連絡帳を通じてデイサービスでの

病状観察の依頼がされたり、デイサービスでの様子の問合せがされたりしたこともあった。 
 以上によると、本件実施サービスは、医療機関による医療行為と一体となって、病傷の改善を図り、健康の増

進を図るものであって、実質的・内実的には医療系居宅サービスと同内容のものと評価することができる。また、

仮に被告が主張するように医学的管理の下でサービスが提供されることが必要であると解したとしても、本件実

施サービスは、医学的管理のもとで提供されていたと評価することができる。したがって、本件実施サービスは療

養上の世話に当たり、本件利用料は医療費控除の対象となる。 
第３ 当裁判所の判断 
１ 前記前提となる事実等に加え、証拠（甲４、５、８～１０、１３～１７[、２０、２２：控訴審追加]、乙２、１１、原告本

人）によれば、次の事実が認められる。 
（１）社会福祉協議会は、県知事による指定を受けた指定居宅介護支援事業者であり、所属する十数人のケア

マネージャーが要介護者らと相談しながら、居宅サービス計画（介護保険法７条１８項）を作成するとともに、指

定居宅サービス事業者として、通所介護施設ｄセンター等を設置、運営し、通所介護、福祉用具の貸与及びレ

ンタル等のサービスを提供している。なお、医療系居宅サービスについては、指定を受けておらず、これらのサ

ービスは提供していない。 
 平成１６年当時、ｄセンターには、常勤又は非常勤の看護師が３名ほど、介護士が１５名ほどおり、通所介護の

サービスとして、要介護者の送迎、お茶の提供、血圧測定、検温、入浴介助（看護師が検温の結果をみて、適

宜、要介護者の主治医と連絡を取るなどして入浴の可否を判断）、昼食の提供、服薬管理、デイルームでのレク

リエーション、動作訓練、機能訓練等を行っていた。 
（２）Ｅは、平成１４年５月、脳梗塞になり、その後遺症に加え糖尿病も発症し、ｅ温泉病院に入院するなどして治

療を受けていたが、同年８月２８日、介護保険法１９条１項に規定する要介護認定を受けた。Ｅは、その後、平成

１５年３月３１日付けで身体障害者等級表第１級の身体障害者の認定を受け、さらに、平成１６年２月３日には、

要介護状態区分３に認定された。 
（３）Ｅは、平成１４年１０月２６日ころにｅ病院を退院したが、原告は、これに先立ち、同病院における主治医Ｇ医

師（以下「Ｇ医師」という。）から、介護保険制度下のサービスの受給を勧められた。原告は、家族とともに、社会

福祉協議会のケアマネージャーと相談をしたところ、同マネージャーから医療系居宅サービスを提供する施設

（セラトピア）とｄセンターを紹介され、送迎のサービスがあること、対応が親切であるとの評判があったことなどか

ら、家族全員の意見により、Ｅにｄセンターでサービスを受けさせることに決めた。 
（４）原告は、平成１４年１０月３日ころ、社会福祉協議会と利用契約を締結し、居宅サービス計画書を作成しても

らい、以降ｄセンターでサービスの提供を受けることになった。居宅サービス計画書は、主治医から徴求した意

見書を参考にして要介護者の家族と相談をした上で、ケアマネージャーによって作成されることになっており、Ｅ

に係る上記居宅サービス計画書も、原告とＥの長女で介護士の資格を有するＨとケアマネージャーが相談し、Ｇ

医師から提出された意見書を参考にして内容が決められた。 
 その後、平成１５年９月１日及び同１６年２月４日にもそれぞれ居宅サービス計画書（本件計画書）が作成され、

その内容は前記前提となる事実等（２）のとおりであるが、いずれの計画書も平成１４年１０月３日ころに作成され

た当初の計画書と概ね同内容であり、通所介護を中心としたものであった。 
 なお、原告は、Ｅの退院に先立ち、Ｇ医師から、外来での通院加療と福祉サービスの受給に関する平成１４年

１０月２４日付け退院療養計画書（甲１５）を受け取ったところ、同書面には、「退院後の治療計画」として「当科外

来での通院加療を継続して下さい」との、「退院後必要となる保険医療サービスまたは福祉サービス」として「適

宜、福祉サービスを利用して下さい」との各記載がある。また、Ｇ医師は、本件計画書のうち平成１６年２月４日作

成の居宅サービス計画書に先立ち提出した意見書（甲９）において、Ｅの介護に関して、医学的管理の必要性

につき、医療系居宅サービスに該当する「訪問リハビリテーション」「通所リハビリテーション」「短期入所療養介

護」を相当とする意見を付している。 
（５）Ｅは、平成１４年以降、各年度の居宅サービス計画書に基づき、ｄセンターから、介護保険制度下で通所介
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護、介護福祉用具の貸与及びレンタルとされる各種の居宅サービスの提供を受けた。Ｅが、平成１４年１０月から

平成１７年までにｄセンターで実際に受けたサービスの内容は、大要、送迎、入浴、絵画、昼食、特殊寝台、介

助バーの貸与、昼食の提供、血圧測定、定期的な受診、服薬管理、他者との交流（コミュニケーションの確保）、

午睡、衣類着脱介助、動作訓練（建物内のトイレや浴室まで歩行する訓練）、機能訓練（ベッド上での関節可動

域の維持、拡大訓練やベッドサイドでの足の屈伸運動）であった。このうち、服薬管理は、長女Ｈが医師から処

方を受けた薬をＥに持たせ、これをｄセンターの職員が介助してＥに飲ませるというものであり、自宅においてＥ

の家族が普段行っていることを、ｄセンターの職員が行うという程度のものであった。 
（６）Ｅは、平成１６年２月２日以降、それまで通院していたｅ温泉病院が遠方だったことから、ｆ医院に通院して、Ｆ

医師の診察、治療を受けるようになった。Ｅは、平成１６年中において、同日以降、脳梗塞後遺症及び糖尿病の

治療のため、２月１８日、３月１７日、４月２日、９月１０日にＦ医師の診察及び血液検査等を受けた。また、５月１７

日、同月２７日、６月２５日、７月２６日、８月２３日、１０月２３日、１１月１８日、１２月２１日には、Ｅに特に症状の変

化がないとして、Ｅの家族がｆ医院に出向き薬の処方を受けた。 
 Ｆ医師は、同年１２月２８日、Ｅについて、診断名を脳梗塞後遺症、糖尿病とし、「上記疾患のため不全麻痺が

あり、デイサービスにおける入浴・食事の提供（これらに伴う介護を含む。）、健康状態の確認、その他の必要な

日常生活上の世話、機能訓練が治療上必要かつ有用と考えられる。」と記載した証明書（甲４）を発行している。 
（７）社会福祉協議会の関係者は、平成１９年２月にＥに感染性胃腸炎の症状が認められたことから、施設長がＦ

医師に電話で受診の必要の有無を確認したことが１度あったものの、それ以前には、Ｅに対する通所介護サー

ビスを行うに際し、Ｅの主治医と連絡を取ったことはなく、ｄセンターで行うサービス内容につき、主治医からの指

示を仰いだり、注文を受けたりしたこともなかった。 
２ 上記認定事実に基づき、本件実施サービスが所得税法施行令２０７条５号にいう「療養上の世話」に当たるか

否かにつき検討する。 
（１）「療養上の世話」については、関係法令上定義規定がないところ、一般的な用語として「療養」は「病気を治

すため、治療し養生すること」などとされており（岩波書店発行「広辞苑」第６版２９６５頁参照）、通例病気等の治

療ということをその本質的部分として用いられる語であるから、療養上の世話とは、病傷者の病気や傷の治癒や

症状の改善に向けられた世話を意味するものと解される。したがって、日常生活上の介護、介助を受けることは、

療養上の世話には当たらず、このことは、日常生活上の世話を受ける者が同時に医療機関による治療を受けて

いた場合であっても、かわりがないというべきである。 
（２）そこで、本件実施サービスのうち通所介護及び食事の提供について検討するに、通所介護とは、居宅要介

護者等について、老人福祉法５条の２第３項に規定する厚生労働省令で定める施設又は同法２０条の２の２に

規定する老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において入浴及び食事の提供（これらに伴う介護を含

む。）その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの並びに機能訓練を行うことをいうのであり

（介護保険法７条１１項）、このようなサービスであれば、日常生活上の世話にとどまるのであって、療養上の世話

に当たるものではないと解される。なお、本件個別通達は、通所介護等の対象居宅サービスの費用についても、

医療系居宅サービスと併せて利用する場合には、療養上の世話として医療費控除の対象となることを認めてい

るが、この通達は、一般的に対象居宅サービスが療養上の世話に当たることを認めたものではなく、一般には通

所介護等が療養上の世話に当たらないことを前提にして、一定の条件を満たす場合のみその対象費用を医療

費控除の対象と認めたものであると解される。したがって、この一定の条件が充たされていない，すなわち、医療

系居宅サービスの計画、提供がされていない本件においては、端的に本件実施サービスが上記に示した意味

での療養上の世話に当たるか否かを判断すれば足りるというべきである。 
 また、本件実施サービスのうち介護福祉用具の貸与も、居宅要介護者等について行われる福祉用具（心身の

機能が低下し日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上の便宜を図るための用具及び要介護

者等の機能訓練のための用具であって、要介護者等の日常生活の自立を助けるためのものをいう。）のうち厚

生労働大臣が定めるものの貸与をいうのであるから（介護保険法７条１７項）、これも病気や傷の治癒や症状の

改善に向けられたものではなく、要介護者に対する日常生活上の介護、介助に関するサービスであって、療養

上の世話に当たるものではないというべきである。  
（３）もっとも、通所介護等の名称で、居宅サービス計画が作成され、サービスの提供がされた場合であっても、

実際に提供されたサービズの内容が、病傷者の病気や傷の治癒や症状の改善に向けられた世話としての内実

を有する[等の：控訴審追加]場合には、そのようなサービスは療養上の世話として、医療費控除の対象となり得

ると解される。 
 しかしながら、本件においてＥに提供されたサービスの内容は、前記１（５）記載のとおりであり、そのうち、送迎、

入浴、絵画、昼食等が日常生活上の世話であることは明らかであるし、服薬管理についても、家族が自宅で病

人等に行う服薬介助と同程度のものであったにとどまり、動作訓練及び機能訓練も療養上の世話とまで評価で

きるものであったとは認められない[（本件計画書によると、日常生活動作訓練、リハビリ等は週２回の頻度で計
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画されており（但し乙２添付の計画書参照）、甲７によると、通所の頻度は平成１６年９月まで概ね週２回（同年４

月は零回）、同年１０月以降概ね週３回であったのであるから、その密度は高くないし、リハビリについて医師の

診療に基づく計画的な医学的管理の下で実施されているという事情も認められず、療養上の世話と評価できる

ほどのものではない。）：控訴審追加]。バイタルサインのチェックについても、仮にＥの病状との関係でなされて

いたのであれば、主治医と連絡を取り合って測定値を送るなどの措置がされてしかるべきところ、前記１（７）のと

おり、主治医から脳梗塞の後遺症及び糖尿病の治癒や症状の改善に向けた指示がされたり、ｄセンターで実施

するサービスについての注文がされたりしたことはなく、上記のような措置がされたことはうかがわれないのであ

って、一般的な健康管理として測定されていたにとどまると考えざるを得ない。 
 そうすると、Ｅがｄセンターで受けていた通所介護等のサービスは、形式的にも実質的にも一般的な健康管理、

日常生活上の世話の域を超えるものではなく、療養上の世話には当たらない。 
 なお、原告は、Ｆ医師はデイサービスの利用が治療上必要かつ有用であることを証明していると主張し、同医

師作成の証明書（甲４[、２４の２：控訴審追加]）を提出するが、その記載内容は、前記１（６）記載のとおりであり、

ｄセンターでのサービスがどのようにＥの病状を回復、改善することになるのか具体的な指摘はなく、同証明書が

あるからといって、本件実施サービスが療養上の世話に該当すると認めることはできない。[甲４ではＤの病状の

回復改善状況は必ずしも明確ではなく、甲２４の２についても、その記載からＤの状況については機能訓練等に

よりＤの身体機能の維持に止まっていることが窺われるのであり、機能訓練等が病傷者の病気や傷の治癒や症

状の改善に向けられた世話に該当すると認めることはできない。：控訴審修正] 
第４ 結論 
 以上のとおり、本件実施サービスは所得税法施行例（ママ）２０７条５号にいう療養上の世話には当たらず、本

件利用料は所得税法７３条の医療費控除の対象にはならないから、本件更正処分は適法である。 
 よって、原告の請求は理由がないから棄却することとして、主文のとおり判決する。 
鳥取地方裁判所民事部 
裁判長裁判官 朝日貴浩 裁判官 遠藤浩太郎 裁判官 野口登貴子 
 
（別表１）平成１６年分の居宅サービス利用料領収証《略》 
 

＊＊＊＊＊ 
所得税更正処分取消請求控訴事件 
広島高等裁判所松江支部平成２０年（行コ）第７号 
平成２１年７月１０日判決 
口頭弁論終結の日 平成２１年５月１３日 
 
       判   決 
 
控訴人 Ａ 
同訴訟代理人弁護士 妻波俊一郎 
被控訴人 国 
同代表者法務大臣 森英介 
同指定代理人 Ｂ 外７名 
処分行政庁 倉吉税務署長 Ｃ 
 
       主   文 
 
１ 本件控訴を棄却する。 
２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 
 
       事実及び理由 
 
第１ 控訴の趣旨 
１ 原判決を取り消す。 
２ 倉吉税務署長が平成１７年６月３０日付けで控訴人に対してした平成１６年分の所得税に係る更正処分のう

ち、課税総所得金額５８万６０００円を超える部分を取り消す。 
３ 訴訟費用は第１、２審とも被控訴人の負担とする。 
第２ 事案の概要 
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１ 事案の要旨 
 本件は、控訴人が、身体障害者及び要介護状態の認定を受けた妻（Ｄ）の通所介護等の費用を、所得税法７

３条の医療費控除の対象に含めて、平成１６年分の所得税の確定申告をしたところ、倉吉税務署長が上記費用

を医療費控除の対象と認めないで更正処分（本件更正処分）を行ったため、本件更正処分は違法であると主張

して、その取消しを求める事案である。 
 以下では、所得税法施行令、同法施行規則を、それぞれ「税法施行令」、「税法規則」ともいう。 
２ 訴訟の経緯 
 原審では、脳梗塞の後遺障害等があるＤが、平成１６年にデイサービスセンターで受けた介護サービス（本件

実施サービス）は、所得税法７３条２項が医療費の範囲について委任する税法施行令２０７条５号の「保健師、看

護師又は准看護師による療養上の世話」（以下「療養上の世話」という。）に当たるかどうか、本件実施サービス

の全部ないし一部がこれに当たる場合、控訴人が主張する費用（本件利用料）の全部又は一部が同号の対価と

して認められるかが争点となった（原判決では対価性についても双方の主張が摘示されている。）。 
 原判決は、〔１〕前提として本件更正処分がなされた当時の所得税基本通達〔基通７３－６（本件基本通達）〕及

び個別通達〔平成１２年６月８日付け課所４－１１「介護保険制度下での居宅サービスの対価に係る医療費控除

の取扱いについて」（本件個別通達）〕を踏まえたうえ、税法施行令２０７条５号にいう「療養上の世話」について

は関係法令上特に定義規定はないが、〈ア〉一般的な用語として「療養」は「病気を治すため、治療し養生するこ

と」などとされており（広辞苑），通例病気等の治療ということをその本質的部分として用いられる語であるから、療

養上の世話とは、病傷者の病気や傷の治癒や症状の改善に向けられた世話を意味するものと解される、〈イ〉し

たがって、日常生活上の介護、介助を受けることは、療養上の世話には当たらず、このことは、日常生活上の世

話を受ける者が同時に医療機関による治療を受けていた場合であっても、かわりがない、〈ウ〉なお、本件個別

通達は、通所介護等のサービスの費用についても、本件個別通達が定義する医療系居宅サービスと併せて利

用する場合には、療養上の世話として医療費控除の対象となることを認めているが、本件個別通達は、一般的

に通所介護等のサービスが療養上の世話に当たることを認めたものではなく、一般には通所介護等のサービス

が療養上の世話に当たらないことを前提にして、一定の条件を満たす場合のみその対象費用を医療費控除の

対象と認めたものであるとの解釈を示した。また、以上の理解に基づいて、争点に対する検討方法につき、医療

系居宅サービスの計画、提供がされていない本件においては、端的に本件実施サービスが上記に示した意味

での「療養上の世話」に当たるか否かを判断すれば足りるとした。 
〔２〕そして、Ｄの受けた本件実施サービスを、通所介護及び食事の提供と、介護福祉用具の貸与とに区分して

検討し、いずれも「療養上の世話」に当たらないものと評価し、控訴人の請求を棄却した。  
 これに対し、控訴人は、本件控訴を申し立てた。 
３ 前提となる事実等（争いがないか、関係証拠により容易に認められる事実等） 
 以下のとおり付加訂正するほか、原判決２頁５行目から７頁１４行目までを引用する。 
（１）原判決２頁９行目の「介護保険法」の後に「（平成１７年法律第７７号による改正前のもの。以下同じ。）」と加

え、同頁１７行目から１８行目のかっこ書きを削除する。 
（２）原判決２頁２２行目の「甲１３」の後に「、乙１１」と加える。 
（３）原判決４頁１行目から２行目の「通所介護サービス、福祉用具貸与及び食事の居宅サービス」を「通所介護

（食事の提供を含む。ただし食材費は自己負担）及び福祉用具貸与の各サービス」と改め、同頁３行目の「甲７」

の後に「、８」を加える。 
４ 争点 
 本件実施サービスが、所得税法７３条２項が医療費の範囲について委任する税法施行令２０７条５号の「療養

上の世話」に当たるか否か、本件実施サービスの全部ないし一部がこれに当たる場合、控訴人が主張する費用

（本件利用料）の全部又は一部が同号の対価として認められるか否かである。 
５ 争点に対する当事者の主張 
（１）原判決７頁２０行目から１１頁１２行目までを引用する。 
（２）控訴人の原判決批判及び追加主張 
ア 原判決は、「日常生活の世話」と「療養上の世話」を峻別し、「療養上の世話」の範囲を極めて狭く解釈して

いるが誤りである。 
 広辞苑の「療養」及び「治療」に関する記載を参照しても、「療養上の世話」とは、「病気あるいは病後の者がそ

の健康増進を図るために他人に面倒をみてもらうこと」をいうことは明らかである。 
イ また、Ｄの病状やＤがｄセンターにおいて受けているサービスの評価を誤っている。 
 Ｄは、平成１６年当時、脳梗塞後の後遺障害があり身体障害者１級及び要介護状態区分３（平成１６年２月以

降）の認定を受け、年齢が７３歳（平成１６年１月１日当時）と高齢であったからもはや後遺障害の治癒はかなり困

難な状況であった。 



 

 

11

 Ｄについては、症状の悪化を予防し現状を維持することがリハビリの重要な目的になるし、このようなリハビリを

行うことは「療養上の世話」に当たるというべきであり、本件実施サービスと症状の回復・改善との間の因果関係

は必要ないというべきである。 
 さらに、ｄセンターは、バイタルチェックや体調観察を行い、血圧が高い等の異常があった場合には主治医に

電話で連絡を入れ、入浴の可否、受診の必要の有無等の指示を仰いだり、主治医と相互に連絡を取ることを予

定しており、必要な範囲で連絡を取ってきた（平成２０年９月にもＨケアマネージャーが主治医Ｅ医師のところに

相談に行った事実がある。）が、原判決はこの点を正しく評価していない。 
ウ 被控訴人は、本件実施サービスの費用については障害者控除の問題であるかのように主張するが、医療費

控除と障害者控除は両立しうる制度である。 
（３）被控訴人の追加主張 
 医療費控除は、病傷者の病気や傷の治療等のために非日常的に支出される医療費等について、一定の範囲

において応急的に税負担上の救済を図る制度であるというべきである。これに対し、症状が固定し後遺障害が

残ったり、心身機能の全部または一部を喪失し生活上の恒常的負担が必要となる場合には、所得税法上は、障

害者控除により救済を図っている（横浜地方裁判所平成１６年１０月２０日判決参照）。 
 控訴人の平成１６年分の確定申告においても、Ｄが特別障害者と認められることから、障害者控除として４０万

円、同居の特別障害者等に係る扶養控除等の特例による控除として、通常の配偶者控除の額より３５万円多い

８３万円の控除がそれぞれ認められている〔甲１（２枚目のＢ欄〔１２〕〔１３〕）、乙３参照〕。 
第３ 当裁判所の判断 
１ 事実の認定 
（１）以下のとおり付加訂正するほか、原判決１１頁１４行目から同１４頁１５行目までを引用する。 
（２）原判決１１頁１４行目の「１３～１７」の後に「、２０、２２」を加える。 
（３）原判決１３頁１１行目から２２行目〔（５）の記載〕を以下のとおり改める。 
「（５）Ｄは、平成１４年以降、各年度の居宅サービス計画書に基づき、ｄセンターから、介護保険制度下で通所

介護、介護福祉用具の貸与及びレンタルの各種の居宅サービスの提供を受けた。Ｄが、平成１４年１０月から平

成１７年までにｄセンターで実際に受けたサービスの内容は、大要、送迎、入浴、絵画、特殊寝台、介助バーの

貸与、昼食の提供、服薬管理、他者との交流（コミュニケーションの確保）、午睡、衣類着脱介助、動作訓練（建

物内のトイレや浴室まで歩行する訓練）、機能訓練（機能回復指導員によるベッド上での関節可動域の維持、拡

大訓練、ベッドサイドでの足の屈伸運動）、バイタルチェック（看護師による血圧、体温測定）であった。このうち、

服薬管理は、長女Ｇが医師から処方を受けた薬をＤに持たせ、これをｄセンターの看護師が介助してＤに飲ませ

るというものであり、自宅においてＤの家族が普段行っていることを、ｄセンターの看護師が行うという程度のもの

であった（控訴人本人、甲２２、乙１１）。なお、本件計画書によると、「定期的な受診、服薬」については主治医が

診察を担当する趣旨の記載があり、その他の証拠（甲１３、１６、１７、２２、乙１１、控訴人本人）に照らしても、Ｄに

定期的に受診させることが本件実施サービスの内容として行われていたとは認められない。」 
（４）原判決１４頁１０行目から１５行目〔（７）の記載〕を以下のとおり改める。 
「（７）平成１９年２月にＤに感染性胃腸炎の症状が認められたことから、施設長がＥ医師に電話で受診の必要の

有無を確認したことが一度あった。そのほかは、Ｄに対する通所介護サービスを行うに際し、Ｄの主治医とｄセン

ターとの間でＤの健康管理等に関し相互に連絡をとることのできる関係を築いていたので、ｄセンターから主治

医に対しては、バイタルチェックの結果により主治医と連絡を取って入浴の可否、受診の必要の有無について

指示を受けたことがあり、また、主治医からｄセンターに対しては、通所介護サービス時の状況の問合せ電話が

入ったことや、連絡帳に主治医が内服薬の変更に伴う観察を依頼する旨記載したことがあった（甲１６、乙１１）。

もっとも、主治医が、ｄセンターに対し、受診あるいは治療等（機能訓練を含む。）に関する具体的な指示を行い、

ｄセンター自身でＤに対する対応の要否及びその内容を判断せず主治医の指示どおり通所介護サービスを行

ったことは窺われない（甲２０では、ｄセンターはＤに関し２０年９月に主治医からの歯科受診や脳検査に関する

アドバイスを受けた旨の記述があるが、ｄセンターにおいて行い得ない医療行為に関するものであり、関連性が

不明である。）。」 
２ 判断 
（１）税法施行令２０７条５号にいう「療養上の世話」については関係法令上特に定義規定はないが、保健師助産

師看護師法５条では、看護師を「厚生労働大臣の免許を受けて、傷病者若しくはじょく婦[褥婦：浅妻]に対する

療養上の世話又は診療の補助を行うことを業とする者をいう。」と定義し、傷病者等に対する「療養上の世話」を

看護師の業務としている。 
 これについては「療養上の世話」は看護師の本来的業務であり、医師の指示を必要とするものではないが、そ

うであるとしてもこれのみ切り離して医療サービスを提供することはできず、状況に応じて医学的な知識に基づく

判断が必要となるものであるという考えが一般的であること、また、介護福祉士の行う介護業務は、比較的状態
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が安定しているものの日常生活を営むのに支障がある要介助者に対して施されるものとして「療養上の世話」と

は区別されるが、在宅医療においては医療的色彩の強い看護業務と福祉的色彩の強い介助業務とを明確に

区別することは困難であると考えられていることがそれぞれ認められる（甲２３）。 
 このような「療養上の世話」に関する法的な区別については、介護保険法施行規則（平成１８年３月１４日号外

厚生労働省令第３２号による改正前のもの。以下同じ。）において、介護保険法７条１１項の「通所介護」に関す

る同法施行規則１０条の「法第七条第十一項の厚生労働省令で定める日常生活上の世話は、入浴及び食事の

提供（これらに伴う介護を含む。）、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認その他の居宅要介護者等

に必要な日常生活上の世話とする。」という規定と、同法７条８項の「訪問看護」に関する同法施行規則６条の

「病状が安定期にあり、居宅において看護師又は次条に規定する者が行う療養上の世話又は必要な診療の補

助を要することとする。」という規定や、同法７条１２項の「通所リハビリテーション」に関する同法施行規則１１条の

「法第七条第十二項の厚生労働省令で定める基準は、病状が安定期にあり、次条に規定する施設において、

心身の機能の維持回復及び日常生活上の自立を図るために、診療に基づき実施される計画的な医学的管理

の下における理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを要することとする。」という規定との違い

（「療養上の世話」と「日常生活上の世話」が対置されていることなど。）においてもあらわれている。 
 そうすると、介護保険法上の「療養上の世話」には、病傷者の病気や傷の治癒や症状の改善に向けられた医

療的な世話が含まれることは明らかであるものの、介護保険法７条１２項及び同法施行規則１１条が、リハビリの

対象者について病状が安定期にある者を、その目的において機能の維持を含めていることからすると、治癒や

症状の改善の見込みがない場合に直ちに「療養上の世話」に当たらないと判断できるものではないといわざるを

得ない。 
 税法施行令２０７条５号の「療養上の世話」を看護師等によるもの以外に拡張するとしても、基本的には、医学

的管理の状況や看護師等による専門的な世話の状況（病傷者の病気や傷の治癒や症状の改善に向けられた

医療的な世話かどうかといった個別の事情もこの問題に含まれる。）といった前記介護保険法等から窺われる区

分も踏まえて個別に検討するのが相当である。 
 この点、原判決が指摘するとおり、本件個別通達は、通所介護等のサービスの費用についても、本件個別通

達が定義する医療系居宅サービスと併せて利用する場合には、療養上の世話として医療費控除の対象となるこ

とを認めているが、本件個別通達は、一般的に通所介護等のサービスが療養上の世話に当たることを認めたも

のではなく、一般には通所介護等のサービスが療養上の世話に当たらないことを前提にして、一定の条件を満

たす場合のみその対象費用を医療費控除の対象と認めたものであると解するのが相当であり、ｄセンターにお

ける通所介護等の実情により「療養上の世話」に当たるか否かを判断すべきである（本件基本通達について、甲

３では、照会要旨として「在宅療養の場合に」とした上で、実例として寝たきり老人の介護が挙げられていること、

市町村等が当該在宅療養の世話の費用について医療費控除の対象になることを証明する手続がある旨紹介さ

れていることからすると、甲３では、本来看護師等が行うべき専門的な業務としての「療養上の世話」が前提とさ

れていると解することができる。そうすると、療養上の世話には一定の内容が要求されているというべきであり、ど

のような要介護状態の者に対しても療養上の世話を実施しうるとは考えられず、結局、要介護者の状態がどのよ

うなものであるか、どのような世話が行われているかという個別の事情が問題になると解される。）。 
（２）以上を前提とすると、当審で付加訂正した認定事実を前提としても、以下のとおり付加訂正するほか、原判

決が１５頁１行目から１６頁２５行目までに説示するとおり、平成１６年にＤに対しｄセンターにおいて行われてい

た通所介護（食事の提供を含む。）及び福祉用具の貸与の各サービスについては、いずれも税法施行令２０７条

５号の「療養上の世話」に当たると認めることはできず、原判決別表１のうち、通所介護費用（食費を含まない。）

及び福祉用具の貸与費用については医療費と認められない。また、原判決別表１のうち食費（甲８によれば食

材費を指すと解される。）については、同費用に対応するサービスが認められない以上、医療費に当たらないこ

とは明らかである（税法施行令２０７条各号のうち５号以外の規定にも当たらない。）。 
ア 原判決１６頁２行目から３行目の「内実を有する場合には」を「内実を有する等の場合には」と改める。 
イ 原判決１６頁９行目の「認められない」に続けて「（本件計画書によると、日常生活動作訓練、リハビリ等は週２

回の頻度で計画されており（但し乙２添付の計画書参照）、甲７によると、通所の頻度は平成１６年９月まで概ね

週２回（同年４月は零回）、同年１０月以降概ね週３回であったのであるから、その密度は高くないし、リハビリに

ついて医師の診療に基づく計画的な医学的管理の下で実施されているという事情も認められず、療養上の世

話と評価できるほどのものではない。）」 
ウ 原判決１６頁２１行目の「証明書（甲４）」を「証明書等（甲４、２４の２）」と改め、同頁２４行目の「同証明書があ

るからといって、本件実施サービスが療養上の世話に該当すると認めることはできない。」を「甲４ではＤの病状

の回復改善状況は必ずしも明確ではなく、甲２４の２についても、その記載からＤの状況については機能訓練等

によりＤの身体機能の維持に止まっていることが窺われるのであり、機能訓練等が病傷者の病気や傷の治癒や

症状の改善に向けられた世話に該当すると認めることはできない。」と改める。 
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３ 結論 
 以上によれば、原判決は相当であり、本件控訴は理由がないから、これを棄却することとし、主文のとおり判決

する。 
広島高等裁判所松江支部 
裁判長裁判官 古川行男 裁判官 上寺誠 裁判官 池田聡介 
 

＊＊＊＊＊ 
所得税更正処分取消請求上告及び上告受理申立事件 
最高裁判所第二小法廷平成２１年（行ツ）第２８３号、平成２１年（行ヒ）第３６７号 
平成２１年１１月１３日決定 
調書（決定） 
事件の表示 平成２１年（行ツ）第２８３号，平成２１年（行ヒ）第３６７号 
決定日 平成２１年１１月１３日 
裁判所 最高裁判所第二小法廷 
裁判長裁判官 今井功 
裁判官 中川了滋 
裁判官 古田佑紀 
裁判官 竹内行夫 
当事者等 上告人兼申立人 Ａ 
同訴訟代理人弁護士 妻波俊一郎 
被上告人兼相手方 国 
同代表者法務大臣 千葉景子 
同指定代理人 宗野有美子 
原判決の表示 広島高等裁判所松江支部平成２０年（行コ）第７号（平成２１年７月１０日判決） 
裁判官全員一致の意見で，別紙のとおり決定。 
平成２１年１１月１３日 
最高裁判所第二小法廷 
裁判所書記官 ○○○○ 
 
（別紙） 
 
第１ 主文 
１ 本件上告を棄却する。  
２ 本件を上告審として受理しない。 
３ 上告費用及び申立費用は上告人兼申立人の負担とする。 
 
第２ 理由 
１ 上告について 
 民事事件について最高裁判所に上告をすることが許されるのは、民訴法３１２条１項又は２項所定の場合に限

られるところ、本件上告理由は、違憲をいうが、その実質は事実誤認又は単なる法令違反を主張するものであっ

て、明らかに上記各項に規定する事由に該当しない。 
２ 上告受理申立てについて 
 本件申立ての理由によれば、本件は、民訴法３１８条１項により受理すべきものとは認められない。 
 

＊＊＊＊＊ 
規定 
保健師助産師看護師法５条 この法律において「看護師」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、傷病者若しくは

じよく婦に対する療養上の世話又は診療の補助を行うことを業とする者をいう。 
 
介護保険法７条11項（現：８条７項） この法律において「通所介護」とは、居宅要介護者について、老人福祉法

第５条の２第３項の厚生労働省令で定める施設又は同法第20条の２の２に規定する老人デイサービスセンター

に通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省

令で定めるもの及び機能訓練を行うこと（認知症対応型通所介護に該当するものを除く。）をいう。 
介護保険法施行規則10条（法第８条第７項の厚生労働省令で定める日常生活上の世話） 法第８条第７項の厚
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生労働省令で定める日常生活上の世話は、入浴、排せつ、食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、健

康状態の確認その他の居宅要介護者に必要な日常生活上の世話とする。 
 
介護保険法７条８項（現：８条４項） この法律において「訪問看護」とは、居宅要介護者（主治の医師がその治療

の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認めたものに限る。）について、その者の居

宅において看護師その他厚生労働省令で定める者により行われる療養上の世話又は必要な診療の補助をい

う。 
介護保険法施行規則６条（法第８条第４項の厚生労働省令で定める基準） 法第８条第４項の厚生労働省令で

定める基準は、病状が安定期にあり、居宅において看護師又は次条に規定する者が行う療養上の世話又は必

要な診療の補助を要することとする。 
 
介護保険法７条12項（現：８条８項） この法律において「通所リハビリテーション」とは、居宅要介護者（主治の医

師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認めたものに限る。）について、

介護老人保健施設、病院、診療所その他の厚生労働省令で定める施設に通わせ、当該施設において、その心

身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必要なリハ

ビリテーションをいう。 
介護保険法施行規則11条（法第８条第８項の厚生労働省令で定める基準） 法第８条第８項の厚生労働省令で

定める基準は、病状が安定期にあり、次条に規定する施設において、心身の機能の維持回復及び日常生活上

の自立を図るために、診療に基づき実施される計画的な医学的管理の下における理学療法、作業療法その他

必要なリハビリテーションを要することとする。 
 
所得税法73条（医療費控除） 居住者が、各年において、自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族

に係る医療費を支払つた場合において、その年中に支払つた当該医療費の金額（保険金、損害賠償金その他

これらに類するものにより補てんされる部分の金額を除く。）の合計額がその居住者のその年分の総所得金額、

退職所得金額及び山林所得金額の合計額の百分の五に相当する金額（当該金額が十万円を超える場合には、

十万円）を超えるときは、その超える部分の金額（当該金額が二百万円を超える場合には、二百万円）を、その

居住者のその年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控除する。 
２ 前項に規定する医療費とは、医師又は歯科医師による診療又は治療、治療又は療養に必要な医薬品の購

入その他医療又はこれに関連する人的役務の提供の対価のうち通常必要であると認められるものとして政令で

定めるものをいう。 
３ 第一項の規定による控除は、医療費控除という。 
 
所得税法施行令207条（医療費の範囲） 法第73条第２項（医療費の範囲）に規定する政令で定める対価は、次

に掲げるものの対価のうち、その病状その他財務省令で定める状況に応じて一般的に支出される水準を著しく

超えない部分の金額とする。 
第１号～第４号 略 
第５号 保健師、看護師又は准看護師による療養上の世話 
第６号 略 
 
所得税法基本通達73-6（保健師等以外の者から受ける療養上の世話） 令第207第５号に掲げる「保健師、看

護師又は准看護師による療養上の世話」とは、保健師助産師看護師法第２条、第５条又は第６条に規定する保

健師、看護師又は准看護師がこれらの規定に規定する業務として行う療養上の世話をいうのであるが、これらの

者以外の者で療養上の世話を受けるために特に依頼したものから受ける療養上の世話も、これに含まれるもの

とする。 
 
平成12年６月８日付け課所4-11「介護保険制度下での居宅サービスの対価に係る医療費控除の取扱いについ

て」 
       記 
 [前略]介護保険制度の下で提供される居宅サービスのうち、「療養上の世話を受けるために特に依頼した者

による療養上の世話の対価」として、１の対象者について、２の対象となる居宅サービスに係る３の対象費用の額

が、「療養上の世話を受けるために特に依頼した者による療養上の世話の対価」として医療費控除の対象となる

金額と解される。[後略] 
１ 対象者 
 次の(1)及び(2)のいずれの要件も満たす者 
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(1)法第７条第１８項に規定する居宅サービス計画〔介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以

下「規則」という。）第６４条第１号ハ（第８５条において準用される場合も含む。以下同じ。）に規定する

「指定居宅サービスの利用に係る計画」（同号ハの市町村への届出が受理されているものに限る。）を含

む。以下「居宅サービス計画」という。〕に基づいて，居宅サービスを利用すること。 
(2)(1)の居宅サービス計画に次に掲げる居宅サービスのいずれかが位置付けられること。 

イ 法第７条第８項に規定する訪問看護 
ロ 法第７条第９項に規定する訪問リハビリテーション 
ハ 法第７条第１０項に規定する居宅療養管理指導 
ニ 法第７条第１２項に規定する通所リハビリテーション 
ホ 法第７条第１４項に規定する短期入所療養介護 

(注)イについては、老人保健法及び医療保険各法の訪問看護療養費の支給に係る訪問看護を含

む。 
２ 対象となる居宅サービス 
 １の(2)に掲げる居宅サービスと併せて利用する次に掲げる居宅サービス 

(1)法第７条第６項に規定する訪問介護 
 ただし、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）別表

指定居宅サービス給付費単位表１訪問介護費ロに掲げる生活援助が中心である場合を除く。 
(2)法第７条第７項に規定する訪問入浴介護 
(3)法第７条第１１項に規定する通所介護 
(4)法第７条第１３項に規定する短期入所生活介護 

(注)１の(1)のイからホに掲げる居宅サービスに係る費用については、１の対象者の要件を満たすか否か

に関係なく、利用者の自己負担額全額が医療費控除の対象となる。 
３ 対象費用の額 
 ２に掲げる居宅サービスに要する費用（法第４１条第４項第１号若しくは第２号又は法５３条第２項第１号若し

くは第２号に規定する「厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額」をいう。）に係る自己負担額 
(注)略 

 
国税庁タックスアンサーNo.1127医療費控除の対象となる介護保険制度下での居宅サービス等の対価 
[平成23年6月30日現在法令等]  
医療費控除の対象となる居宅サービス等の対価の概要  
医療費控除の対象となる居宅サービス等の対価の概要の表 
 居宅サービス等の種類 
医療費控除の対象となる居宅

サービス 
訪問看護 
介護予防訪問看護 
訪問リハビリテーション 
介護予防訪問リハビリテーション 
居宅療養管理指導【医師等による管理・指導】 
介護予防居宅療養管理指導 
通所リハビリテーション【医療機関でのデイサービス】 
介護予防通所リハビリテーション 
短期入所療養介護【ショートステイ】 
介護予防短期入所療養介護 

上記の居宅サービスと併せて

利用する場合のみ医療費控除

の対象となるもの 

訪問介護【ホームヘルプサービス】(生活援助(調理、洗濯、掃除等の家事の

援助)中心型を除きます。) 
夜間対応型訪問介護 
介護予防訪問介護 
訪問入浴介護 
介護予防訪問入浴介護 
通所介護【デイサービス】 
認知症対応型通所介護 
小規模多機能型居宅介護 
介護予防通所介護 
介護予防認知症対応型通所介護 
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介護予防小規模多機能型居宅介護 
短期入所生活介護【ショートステイ】 
介護予防短期入所生活介護 

医療費控除の対象外となる介

護保険の居宅サービス等 
認知症対応型共同生活介護【認知症高齢者グループホーム】  
介護予防認知症対応型共同生活介護  
特定施設入居者生活介護【有料老人ホーム等】  
地域密着型特定施設入居者生活介護  
介護予防特定施設入居者生活介護  
福祉用具貸与  
介護予防福祉用具貸与 

(注) 
1 指定居宅サービス事業者(居宅サービス等を提供する事業者で都道府県知事が指定するものをいいます。)

等が発行する領収書に、医療費控除の対象となる医療費の額が記載されることとなっています。 
2 交通費のうち、通所リハビリテーションや短期入所療養介護を受けるため、介護老人保健施設や指定介護療

養型医療施設へ通う際に支払う費用で、通常必要なものは医療費控除の対象となります。  
3 高額介護サービス費として払戻しを受けた場合は、その高額介護サービス費を医療費の金額から差し引い

て医療費控除の金額を計算することとなります。 
なお、指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設の施設サービス費に係る自己負担額

のみに対する高額介護サービス費については、2分の1に相当する金額を医療費の金額から差し引いて医療

費控除の金額の計算をすることとなります。  
(所法73、所令207、所規40の3、所基通73-6、平12・6課所4-9、4-11) 
 
  


